様式第１号（第４条第１項関係）
事業実施計画書
〔産業未来共創事業〈新たな企業価値創造型〉〕
１　実施主体の概要

	事業者名
	

	代表者職・氏名
	

	住所
	

	業種（日本標準産業分類）
	

	資本金・出資金（千円）
	

	従業員数（代表者を除く）
	人
	（正規
	人
	非正規
	人
	）

	鳥取県が推進する取組等に関する企業認証の有無
	有　・　無　

　認定の名称：
※有の場合、認定証の写しを添付すること。


２　計画の概要
	（１）計画名
	

	（２）計画期間
	　□　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日
　□計画認定日から　ヶ月※最長24か月

	（３）計画期間中のセミナー受講の意向
	有　・　無　
　受講予定者の役職：
　受講を予定する内容：
※有の場合、鳥取県又は本補助金を交付する商工団体が主催するセミナーや講座で希望する内容やテーマを記載すること。


３　既存事業の概要

	（１）自社の事業概要

	
	

	（２）自社の商品・サービスが対象とする顧客・市場の動向、競合の動向

	
	

	（３）自社の経営状況　※直近３～５年間の売上・利益の推移など

	
	


４　経営課題（新たな取組が必要となる理由、背景）

	（１）自社の強み

	
	

	（２）自社の弱み

	
	

	（３）克服すべき課題

	
	


５　過去に利用した補助金等　※利用した制度が複数ある場合は、利用した制度毎に記載すること。
	補助金等の名称
	利用年度
	補助金交付額（円）
	成果・総括

	
	
	
	※制度利用し、経営にどの程度寄与したか、定量的成果も含めて記載すること。

	
	
	
	


６　新たな取組の内容

	（１）内容（経営課題への対処にどのような経費が必要かについても説明を入れて下さい。）

	
	

	（２）想定する市場及びターゲット

	
	

	（３）競合他社との関係性及び対応

	
	

	（４）新たな取組の売上高目標（簡単な積算根拠についても記載すること）

	
	

	（５）事業実施体制（人員体制・資金・雇用・協力者との連携など）

	
	

	（６）事業の波及効果（自社・地域等）

	
	

	（７）今後の展望

	
	

	（８）その他計画を行う上での課題及び対策等

	
	


７　経営計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	
	直近期末

(　年　月期)
	１年後

(　年　月期)
	２年後

(　年　月期)
	３年後

(　年　月期)
	伸び率
（％）

	①売上高
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	

	③売上総利益（①-②）
	
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	

	⑤営業利益（③-④）
	
	
	
	
	

	⑥営業外費用
	
	
	
	
	

	⑦経常利益（⑤-⑥）
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	

	⑨減価償却費
	
	
	
	
	

	⑩付加価値額（⑤+⑧+⑨）
	
	
	
	
	

	⑪従業員数
	
	
	
	
	

	
	うち正規雇用者の数
	
	
	
	
	

	⑫１人当たり付加価値額（⑩/⑪）
	
	
	
	
	


· 伸び率の欄は、直近期末と３年後（計画終了日の属する期末）の目標数値を比較して記載すること。
８　新たな取組の実施項目、期間、資金計画　　
※実施項目ごとに期間を「→」で表示すること
※補助事業に該当するものは補助事業欄に✓を入れること
	 主な実施項目
	補助
事業
	所要経費

（千円）
	１ 年 目
	２ 年 目

	
	
	
	前期
	後期
	前期
	後期

	　・
	
	
	
	
	
	

	　・

　・
	
	
	
	
	
	

	　・
	
	
	
	
	
	

	所要経費計
	
	→資金調達：自己資金（　　　千円）、補助金（　　　千円）、借入金（　　　千円）、その他（　　　千円）を予定


〔添付書類〕
１　定款及び事業者の概要がわかる資料等（事業者の概要はパンフレット等でも可。定款については個人事業主の場合は不要。）

２　事業で取り組む内容が具体的にわかる資料

３　直近１期分の決算書（個人事業主の場合は確定申告書類の写しでも可。）
４　購入又は借用する機械器具や設備（機械装置、工具器具、備品、システム）の製品概要
（カタログ、パンフレット等で可）

５　見積書

　・発注を行う場合、予定価格(予算額が)５万円～２０万円未満は１者

　　２０万円以上～５０万円未満は２者

　　５０万円以上は３者の見積書が必要となります。
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